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（2010 年 11 月 18 日ご講演） 

第4章 政策転換の方向を読み解く 

―森林・林業再生プランとは何か― 
 

岩手大学農学部教授 岡田秀二氏 

 

現在私は、森林・林業再生プラン検討の座長の役をやらせていただいているので、こういう

機会をいただけたと思っております。今日の機会をいただきまして感謝を申し上げます。演題

は、「政策転換の方向を読み解く」とさせていただきました。森林・林業は今日世の中の注目を

浴びている一方で、なかなか理解が得られていないところがあります。森林・林業再生プラン

の背景や、あまり表面に出てこないところの考え方なりを中心に、この機会に少しお話させて

いただいてご理解いただければありがたいと思っている。レジュメ（資料１）を用意したので、

これに沿ってお話を進めたい。 

 最初に「森林・林業再生プラン」は一体どんなものかということについてです。概要（資料

２）が、１枚のペーパーで整理なされております。これを見ると、基本認識、それから基本理

念というように立派な言葉で書いているが、平たくは方法論と見て間違いないと思う。目指す

べき方法と検討事項、これらが主要な内容を成すと思うが、ざっと目を通していただくと、山

元のいろいろな課題を政策のてこ入れで動かしていくというニュアンスが、イメージとして大

変強く持たれるペーパーではないかと思う。 

 ただし、私共はこのペーパーが明らかになる以前から、林野庁や林政審議会等々の予備的な

勉強会等でも、少し幅広いところからの議論を重ねてきた。今日はそれらのいわば「プラン」

の背景にあるところをできる限りお話ししてみたい。 

 レジュメをご覧いただくと、「森林・林業再生プランの登場」以下、幾つかのキーワードを示

している。このプランは昨年（平成 21 年）12 月 25 日に公にされている。プランが明らかに

なった５日後、すなわち 12 月 30 日には、新成長戦略の基本方針が出されており、基本方針の

フレーズの中にも森林・林業再生プランが位置付いている。プランの一番後のフレーズには、

新成長戦略とは別の言葉で「緊急雇用対策の一貫である」とも明確に出されている。 

基本政策の検討会を含め全部で五つの具体的な検討委員会において、具体化施策や具体的な

事業等の議論を重ねているが、その間に、ご存じのように６月になって新成長戦略の本文と言

える、「元気が出る日本のシナリオ」が明らかにされている。これは 21 のプロジェクトに整理

しているが、その３番目のプロジェクトに森林・林業再生プランが位置付いている。 

 私が申し上げたいことの一つは、森林・林業再生プランは、今お話したように、決して森林

林業に閉じた課題、あるいは政策展開ではないということで、この点は非常に大事な点である。

なぜ森林・林業が新成長戦略なのかについては、むしろ皆さん方からのご議論をお聞きしたい
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と思っているが、私なりの理解では、資本主義そのものの内容が変わってしまったことと思っ

ている。「我が国の資本主義を中心とする経済の仕組み、かつての高度成長を成し遂げ我が国の

豊かさを確保してきた仕組みでは、もはや新たな成長を遂げることは非常に難しい局面にある」

という理解をしている。 

 もっと平たく私共の理解を申し述べさせていただくと、物作りにおいて日本は、非常に豊か

な人材と高度な技術をもって精密機器を中心とするところの、商品を生み出し、世界を席巻し

てきた。すなわち成長してきた。しかし、コンピューター化、あるいはＩＴ化という中で、そ

れを我が国の中に、あるいは我が国のそれぞれの資本に閉じ込めておくのが非常に難しい局面

にある、と理解している。 

 工場が 24 時間動くような状態、それが最もコストの安い所で、コンピューターできちんと

制御することができるものだから、どこでそれが作られてもおかしくない。そして技術移転が

すぐできる。水平分業と表現してもいいと思うが、それが東アジアを中心とする 10 数億の人

口を擁する国々、あるいはそれ以外の人口の多いアジアの国々にすぐにも技術移転が可能であ

る。そして世界丸ごとそういう状況に至っている中で、今後もそこに我が国の成長の基軸を置

くことは非常に難しい。これがいわば失われた 15 年、ないしは 20 年の中身ではないかと理解

している。 

 そういう中で新
．
成長戦略の柱は何かというと、それはグリーン、ないしは環境、あるいはエ

ネルギーを含めたシステム全体のグリーン化、あるいはそれぞれの国の統治システムとしての

グリーン化である。具体的には税制を中心とするところが焦点になってきている。これまで保

持している非常に高い技術と人々の高い意識レベルの中で、そこをイノベーションしていく。

その中に成長のツールなり方法論があるのではないかと見ている。 

 もう一つは、私たち個人一人一人の生きざまに関わった部分、要するに生活、あるいは生を

どうまっとうするかに関わってのさまざまな問題点がいっぱい出てきているので、さまざまな

技術、ツールを使い、そういうところをビジネス化し、商品として売っていく、マーケットに

繋いでいく、そのことが成長戦略の重要なところであるという理解があってのことだ。 

 さて、「グリーン」という事を考えた場合に、ご存じのように、日本は山国である。７割まで

が林野であり、日本は「大和の国」と言われるが、ものの本によっては「山どころの国」、これ

が訛ったものであるとも言われている。まさに日本は山国だということを改めて踏まえた上で

のグリーン認識が必要だ。その内容は林野、地域に置き換えた時には地域資源ということにな

る。これをどう成長戦略に置き換えていけるのか、あるいはイノベーションするのか、ここが

大事なところである。崩れ行く山村、消え行く限界集落、こういう価値認識の中での山村、林

野へのとらえ方があるわけだが、一方で全く違う世界が見えてくる中で、地域や林野、すなわ

ちグリーンの位置付けが人によって大きく異なっている。プランと係わっても森林・林業、あ

るいは山村に閉じ込め、それぞれの価値認識の中で理解しようとする傾向が強く、根っこの理
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解がなかなか得られていないように思っている。 

 菅首相になった時の所信表明演説で、「これからの新成長戦略は第三の方法を追及していくん

だ」と強く打ち出しているが、これは、ブレア政権時代に、いろいろサポートした学者たちが

言っていた第三の道であり、すなわち国家丸抱えの、あるいはケインズ型の福祉型国家のよう

に非常に大きな国費を使っていくといった事ではないとの主張である。一方、1985 年以降ずっ

と貫いてきた、どちらかというと市場中心の、もっと端的には、市場が支配するような論理で

もない。両者のいいところを頂戴しつつ、それを上手に仕組みながら、グリーンのイノベーシ

ョンをし、成長戦略に乗せていく。これが森林林業再生プランの根っこにあるところだという

理解を、私たちはしている。 

 しかしながら、資料２にあるように「今後 10 年間を目途に」という言葉が付いている。当

面 10 年間で今のような位置付けを得たとして、一体何を急いでやらなければいけないのか。

出てきたのがどうも山元部分の課題が大変多いということであり、そこが特徴的に出てきてし

まっている。また新成長戦略を長期のプラン、長期の構想と位置付けたとすると、短期のとこ

ろ、それはプランの一番下に書いてあった緊急雇用対策である。どちらかと言えば国家、ない

しはケインズ型の方式の中で当面森林・林業、山村を我が国の仕組の中に位置付け、機能させ

得るとすればこの部分であるいう所が強く出されている。こういう大きな所をご理解いただき

たいというのが１点である。 

 基本政策検討委員会だけで正式には９回、それを親の委員会と位置付けて、それ以外のワー

キングのための打ち合わせを含めると、その倍の回数の検討委員会をやってきている。それら

を振り返ってみると、実はもう一つ大変大きな点が出てくるのではないかと思っている。それ

は何かと言うと、ガバメントからガバナンスへというところを、実はこの会議の中である程度

実現していたのではないかという点である。その限りにおいて、政権交代が大変大きなきっか

けになった事は間違いない。 

 もう少し具体的に申し上げると、私共の検討会には副大臣と政務官は皆出席だった。それか

ら外部委員が 24 名用意されたが、それ以外には内部委員、それらの人は長官や部長さんクラ

スではない、現職の課長さんクラスの人々が出席していた。また内閣審議官が審議官という立

場を背負いながら、そこはあくまでオブザーバーという位置付けだが、全く普通の委員と同じ

ような位置付けで発言なされるという点で、これまで行政サイドが中心に練ってきたものを、

いわば委員会でオーソライズし、ガス抜きをし、落とし所にきちんと落としていくという政策

形成のプロセスとは全く違った風景が現れていた。そういう点で、まさにこのプランの実現過

程は、本当に初めてといっていい位の、ガバナンスによる政策形成ではなかったかと強く感じ

ている。すなわち、ここでの政策形成がそうだということは、同時に内容的にもガバナンス化

が強く打ち出されていることを、実はある意味では予告している。そんな事が大きな意味で大

変特徴的ではないかと思っている。 
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 この森林・林業再生プランの背景としてあるのは、それまでの森林政策の展開であるが、既

に諸問題が既存の政策で動かせるほどのレベルを超えていたというのが特徴的な事だと思う。

例えば、生産量、価格、需要そのものを見ても、1980 年のところで、例えば山元の立木の価格

を基準に言えば、実は４分の１の価格水準に落ちている。山元から少し平場の所へ降りてきた

丸太の取引価格がどれぐらいであったかというと。1980 年を 100 とすると 50、つまり５割の

水準である。それが具体的に消費者、ないしは需要者の所へ届く値段の水準で言うと３分の２

である。すなわち、こういうレベルになると既存政策のマイナーチェンジでは、もはや何とも

できないというのが背景として非常に強くあったと感じている。 

 それから、ご存じのように 1992 年以降、世界のいろいろな環境政策が各国の地域資源、緑

資源を大きく規定する状況、あるいは環境が規定する資源管理という状況が刻々と現れていた

わけだが、我が国においてもその事を受け止めるということから、政策は 2001 年にがらっと

変えてくる。まずこれまでの基本法から森林・林業基本法へということで、環境重視、環境基

軸、その上での生産政策という位置付けに明確に変化を遂げていた。私共は「施業」という特

殊な言葉を使っている。「施業」という言葉は、森林に対して場所的に、時間的に必要付けると

いうことで、ただ単に作業という言葉に置き換えることができない中身を持った言葉として「施

業」という言葉を使っているが、事実上「施業」レベルで従前の大きな政策変更を受け止める

ことができないまま来ていた。そういう背景があったものだから、このプランはまさに千載一

遇のチャンスであったと、係わった人間としては強く感じ取っている。 

 政権交代によって、まさに「官僚主導から政治主導へ」と言う事が叫ばれる中、内容的にそ

うであったかとなるといろいろ意見が出てくるかと思うが、少なくとも形式上、あるいは外に

見えるところで、官が随分と引いた形で民、あるいは在野のいろいろな人の意見を聞く機会を

チャンネルとして広く持ったことは事実だと思っている。 

 森林・林業再生プランの性格についても、私共が考えているところは、先程申したように、

森林林業には閉じ込めない、まさに我が国の新成長戦略とガバナンス化の中で位置付いている

政策であるという理解である。もう少しプランに更に寄ってみたいと思うのだが、政策形成に

おいても、実は経済界、あるいは森林所有者のグループによる、プランのための検討会が今年

の１月に発足しているが、「プラン」に反映させようと１～３月の間に大変多くの政策提言が出

されている。この点においても我が国の森林・林業の政策展開を巡っては、本当にこれまでに

なかった景色が現れたと思っている。その中から幾つか、提言が問題にした箇所を通じて林業

の構造をイメージすることができるため、それらの特徴点を少し拾ってみたいと思うし、それ

をきちんとフォローすることが、政策形成にかかわった人間としての重要さであると強く感じ

ているので、少し拾わせていただきたい。 

 まず政策提言の方であるが、国民森林会議というグループが２月の段階で森林・林業基本計

画にかかわっての提言ということで整理し、私共の委員会にも提案として出された（資料３）。
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大変分厚い内容なので、本当に失礼になるぐらい簡単な整理をさせていただいている。項目と

しては二つ置いている。「国民にとって分かりやすい、あるいは長期のビジョン」と整理してい

るが、概要で少し触れたように、私の言葉でズバッと特徴付けをさせていただくと、いわば森

林・林業基本計画が世界の横並びで位置付けたところの国家森林プログラムに当たっている。

その中で、ここに向けて足らざるところや大きな間違いを指摘したい、という内容である。 

 その指摘のスタンスは、要するに人間がある時代状況の中で、自然をフリーハンドにずたず

たに傷つけたため、これを急いで修復せよということが非常に強いスタンスとして出てきてい

る。それが故のことだと思うが、物としての自然、物としての森林を急いで健全なものに、そ

してなおかつ今後人間として森林とかかわる時にビジョンとして描くべき、’idea’ を急いで整

理すべきだというところに重点がある提言である。 

 ２番目は、東京財団が３月になって急いで私共のところに正式な文書として提言を出された

ものである。特徴的な事としてはその後約何カ月か経って、テレビ等でも話題になったが、「森

林が海外の資本に極めて大きく買われている。しかも、それが水源地域を狙い打ちするように」

ということが報道された。この事がいち早く東京財団のレポートに触れられている。 

 この点をもう少し乱暴に私なりの整理をすると、東京財団はまさに「山国としての日本、国

としての基盤である国土をきちんともう一度国民が認識すること」が重要であるとし、さらに

「長期の時間軸で国民共有のものとして維持し、健康なものにする」、ここをおいて、これから

の森林・林業再生プランはあり得ないだろうという考え方である。つまり社会的共通基盤であ

る森林にとってそんな事は当然なのだというわけである。それ以上にまだ認識が足りないのは、

「国土の主要な所が森林であるという事である」という点を非常に強く打ち出したのが東京財

団の提言であると理解している。 

 ３番目は、森林の経営を持続可能なものにするために、30 ほどの提言にまとめているもので

ある。これは、分かりやすく性格付けするために申し上げると、以前の林野庁長官を中心とす

るメンバーが急いで大きなグループを創り、実質２年間ぐらいかけて、こういう内容を持つ提

言書をまとめ上げた。そこには幾つか重要な事が書いてあるが、プランの中ではこの 30 の提

言を随分参考にさせていただいた部分がある。 

 提言そのものの性格付けとして、大変乱暴だが、私なりに言わせていただくと、構造そのも

の、ないしは政策のツールについてはそうそう大きな変更を提言しているわけではない。どち

らかというと、それが効くようにして欲しいという考え方であり、すなわち既存のツールであ

っても林業の構造としてはまだ効くかも知れない。しかしながら大きな変更点が必要だ、ない

しは、あるギアを入れてやらないとツールが機能しない、そういう状況に変わりつつある、あ

るいは変化してしまっているという整理ではなかろうか。方法論としてのいろいろな提案をた

くさんいただいたのがここでの提言内容ではないかと思っている。 

 さらに、「日本に健全な森をつくり直す委員会」からは、別の形で私の検討委員会にも提案が
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あった。これも名前で言った方が早いかと思うが、養老孟司さんや天野礼子さんを中心とする

グループ、あるいは文化人、作家のグループである。ここは、循環型のエネルギー源としてい

ち早く森林に期待をする、そのために森林が健康になって欲しいという置き方で、具体的には

「手入れ」という言葉がキーワードだと思う。きちんとした手入れを行うことの重要性が強く

提言の中にある。 

 また林業経営者協会からは 60 ページほどの大変なボリュームの冊子で提言をいただいた。

これは大変特徴的な提言である。概要を見ていただくと、ショッキングなことが書かれている。

「森林に関心を有しないのであれば、適切な価格で所有を移転させて集約をせよ」すなわち、

所有者が単なる所有者であっては迷惑だ、所有者のグループがそういう認識を強く打ち出した

ことが特徴的だと思う。 

 国家丸抱えという、これまでのようなケインズ型、福祉国家型の枠組みによって、市町村が

整備計画を作り、そこがいわば全面的に何か経済主体化のような顔をするということでは森林

は動かない。この主張には大変強いパンチが効いており、もっと平たく主張しているところを

読み解くとすれば、「大規模所有こそが、これからの森林経営の任に当たるにふさわしい。そこ

に支援をせよ」という事だと思う。しかしながら、個別の所有者、ないしは個別経営が我が国

の成長戦略、すなわちまさに第三の道を上手に歩きながら、その狭い道の中でそういう森林を

作っていくとすれば、果たして本当にそれでうまく森林経営が出来上がるだろうかといった事

を今後議論していく必要があるだろう。 

 日本プロジェクト産業協議会（ＪＡＰＩＣ）が同じように３月に、私共、あるいは林野庁長

官、大臣に向けて、次世代林業システム、国家プロジェクトとしての推進提案ということで、

大変立派な提言を行っている。もちろん皆さんご承知だと思うが、ここで特徴的なのは、やは

り所有の壁を取り払うことが大変強く打ち出されているのと、もう一つは、これは私は大変あ

りがたい提案であったと思っているが、この方向に向けて当面 10 年間のプランのミッション

も少し方向転換や重点のシフトができたことであると思っている。すなわち「需要サイドのプ

ランの目指すべき方向性と具体的なビジョンは一体何かを明確にせよ」と、強く打ち出してい

ることが特徴である。 

 私は今日の林業の構造にはどこに問題があるかを再整理したいと常々思っており、是非今回

の機会を利用できればありがたいと強く感じている。少し特徴的に申し上げると、日本林業経

営者協会のグループが非常に強く打ち出し、あるいはこれまでの政策もそこに目掛けて幾つか

のチャンネルも出し、それぞれの特徴ある方法論を持って打ち出してきたが実現しなかったこ

と、すなわち「所有と経営の問題」をどのように位置付けし、分離することが可能なのか否か

を検討する事が重要である。そして、さらにそれをする事の是非も含めて検討しなければなら

ない。今回のプランは明確には打ち出していないが、私共の意識としては、この問題に対して

かなり強い問題意識を持っている。それはどこで読み解くのか、後ほど申し上げたいと思う。 
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 もう一つは、研究サイドでも幾つかの論があって、まだオーソライズには至っていないと思

うが、この機会に恐らく学会でも再度議論になり、論としてもう一度新しいものが出てくるこ

とを期待している。その中身は、「林業をどういうふうに整理するか」だが、まずは採取林業、

要するに天然林を採取、獲得してくる採取林業である。この採取林業という側面が１つ。 

 もう一つは育成林業と言うが、要するに技術的な分析としては農業そのものである。更地に

苗木を植えて、育てて、保育をして、目的とする樹種をきちんと収穫する。こういう形で採取

林業、すなわち切ってくる林業と育てる林業を分けてとらえていいのかどうか。採取すること

から育成することが上手に一体のものとしてつながって循環できる、こういうことをもって林

業というのではないかという、新しい提案の中でプランを位置付けしている。 

 現実的には我が国の森林は人工林が 43％で、これまでそれはどちらかというと木を植えてか

ら切る段階までが育成林業の林業ということで、突き放した形でとらえてきた。切った後の林

業は林産業であるとか、あるいは縦割りの中で官庁の所掌でいくと、これまでの通産省、国交

省とか、そういうところの所掌分野であって、分断しているというとらえ方が強くあった。実

はそうではないということを密かに前提として置いている。それは、成熟した資源を切って次

の投資につなげる、お金も循環する、物としても再造林という形できちんと循環すべく、そこ

まで責任を持つ。そして、それが故に、そこに新しい仕事興しと、そして一連の循環の中で森

林という途中の過程がいろいろな機能を発現する。木材という形での収穫物が目的ではなくて、

循環している最中でも森林は林業として改めてきちんと位置付けができる対象ではないかと提

案している。 

 そういう事も含めて、どちらかというと森林、山村が、縦割りの中で官庁の所掌にずたずた

に分断されてきた。それを地域としてのガバナンス、いわば縦軸で第三の道を追及するにして

も、当然のように国家が担うべき、あるいは都道府県という地方庁が担うべきところは持って

いると理解しているが、そうした縦軸のガバナンスも大事だが、やはり地域の資源を背景にし

た、これまでかつてあったような村、本来の林野を管理する仕組みとしての入会、今日の言葉

でいうとコモンズ、あるいは大きな地主さんを中心とする村方の階層的な組織を再度ガバナン

スという形で作り上げていく。ただ、こういう事をプランとして持っていても、思想として表

に出てくると大変紛糾するところもあるため、私共の密かな論理として持ってきている。 

 今後希望した価格が出ない、ないしは価格がずっと下がっていくというように、この先もデ

フレ状況の中で価格が上昇していくという状況にはないだろうと強く言われているため、マー

ケットまでのプロセス、システムとしてイノベーションし、需要拡大をしていく、あるいは新

しい製品や新しい商品といったところを強く打ち出していくことも一つ狙っている。これは先

程ＪＡＰＩＣで打ち出されたところと共鳴する部分だと思っている。 

 さらには、いろいろな形で批判を受けることが多いが、森林・林業はやはりそのガバナンス

化といったところを実は狙っている。また、外から見ると、山村こそが林業を林業として成り
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立たせるために必要な部分である。まさに日本は山国であり、ここに帰れという指摘、すなわ

ち、山村論がないという指摘もある。さらには、森林・林業、あるいは木材から地域へという

軸も、10 年間のところではなかなか見えにくいが、一つ一つのプランの具体化の中では考え方

として貫いているつもりである。この点についてもいずれ議論いただければありがたいと思っ

ている。 

こうした内容をもって、実は「改革の姿」は出来上がっている。したがって、プラン以降の

政策展開が必要だということで、この委員会として、法制的なところできちんと議論をいただ

くために、林政審議会に申し送りした課題が幾つかある。それらは「プラン」の付帯意見とし

て付けられた。その付帯意見の内容は、まさにプランを構成している根っこのところでの問題

である。その事をもって、プランがただ単に当面する森林・林業問題に閉じ込めるものではな

いとご理解いただければありがたい。 

 資料４の「森林管理と山村対策、どうすればよいのか」（『都道府県望』2008 年 6 月、NO.597）

をご覧いただくと、ここ２～３年ほどずっと論じてきているが、この森林・林業再生プランの

先にあるものということで少し触れてきた。まず、衝撃的かつ示唆的な論考ということで、金

沢滋さんの論文や速水亨さんの論文を読み解いている。ここで特徴的なのは、もはや個別の経

営として森林と林業は、皆さんが求める機能を従前に受け止める状況にはなっていないと強く

表明している点である。すなわち、単なる個別経営ではなくて、やはり幾つかの経営なり、あ

るいは逆に言うと面的な整備の中で生態系を背景とした、それを見事に表していくような組織

的な経営体が必要だとの現場サイドからの強い指摘である。 

 最終的に私なりにどんなものがいいと考えているのかということだが、これまでに幾つかペ

ーパーも重ねてきたし、実態としてもずっと地域の人と相談を行ってきたが、地域総合法人み

たいなものを受け止める主体として作っていってはいかがかということで提案している。 

 資料５は、『ガバナンス』という月刊誌の６月号である。ここで「森林業革命」という言葉を

あえて使わせていただいたが、先程言った地域ガバナンスと同時に、森林軸から地域軸へとい

うことを一つ、あるいは両にらみでこの 10 年、ないしは半世紀を辿っていくとすれば、やは

り森林産業は、どちらかというとマーケットが都市や川下にあるのではなく、山元がマーケッ

トである。それが故に人々も山元にやってきて、お金も物も人も情報も、そこにあるマーケッ

トが中心となって開いていく社会を作っていく必要があるのではないかと構想している。 

 具体的には、まず中山間地振興に導く林野活用の今日的な３つのタイプのうち「出現しつつ

ある未来型山村空間」として、ここでは岩手県の葛巻町の事例を紹介している。山村がマーケ

ットになり、そこが故に資本をため込める装置、道具立てを多様に構想している事例をここで

紹介させていただいた。単なる夢物語ではなく、森林が新成長戦略を実現し、まさにただ単な

る生産性の追求、あるいはある機械化を埋め込むことによるコストダウンではなくて、装置と

して山村が丸ごと、グリーン・ニューディールにあたるような内容を刻々と一緒に作っていき
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たいと考えている。しかしながら、最後にくぎを刺して、こうした事は山村が自立的にできる

わけがないと言っている。すなわち、都市と重層的に多様なチャンネルを持てば持つほどその

可能性が高まるという整理をさせていただいた。 

山村研究をずっとやってきた中で、私の山村への理解としては、民俗学が大変良いことを言

ってくれていると思っていて、「山村はまさに異なる世界、異界であった」という表現をしてい

る。まさに民俗学がよって立つところの基盤だと思う。異界を上手にサイエンスしているのが

民俗学だと理解しているが、それがいわば平場の農村、農の論理に少しずつ置き換わる。置き

換わるというと私の山村の規定が崩れるものだから、あくまでも山村に立って農の論理がそこ

にかぶさってくる。さらに、時代が経るに従って、都市の論理が農にかぶり、さらに山村の私

共の頭の上に被ってきたと理解している。 

 いよいよまさに西洋文明を中心とするところのグローバル化、すなわち農の論理、平場の論

理、都市の論理、西洋の論理とグローバル論理が私共の山村の所にさらに覆いかぶさってきて

いる。しかし、元々あった根っこの異界部分の山村がなくなったかというと、私自身はそう思

っていない。それが故に、それぞれの階層ごとに重層的なチャンネルは都市とも世界とも、あ

るいは近隣の周辺町村ともチャンネルを持てるのだという理解に立っており、それが故に新た

な森林革命の中での新成長戦略にふさわしいものを今こそ実行すべきであると考えている。こ

れを今の時期できないと山村はなくなると私は考えており、是非ここで踏みとどまって森林・

林業再生プランを出発点に、財界の皆さんも一緒にまさに日本の国土空間がもう一度丸ごと世

界の中の成長センターとして存在感を示すに足り得る内容のものを作っていただければありが

たい。 

 



＜資料1＞
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森林・林業再生プラン（平成 21 年 12 月 25 日農林水産省）（概要）

～コンクリート社会から木の社会へ～

Ⅰ．新たな森林・林業政策の基本的考え方

１．基本認識

森林所有者の林業への関心は低下。森林の適正な管理に支障を来すことも危惧され

る状況。一方、世界的な木材需要の増加、低炭素社会づくりの動きなどを背景に、木

材利用の拡大に対する期待は高まり。こうした中、今後１０年間を目途に、我が国の

森林・林業を早急に再生していくための指針を作成。

２．３つの基本理念

以下の３つの基本理念の下、木材などの森林資源を最大限活用し、雇用・環境にも

貢献するよう、我が国の社会構造をコンクリート社会から木の社会へ転換。

理念１：森林の有する多面的機能の持続的発揮

理念２：林業・木材産業の地域資源創造型産業への再生

理念３：木材利用・エネルギー利用拡大による森林・林業の低炭素社会への貢献

Ⅱ．目指すべき姿

１０年後の木材自給率５０％以上

Ⅲ．検討事項

１．林業経営・技術の高度化

（１）路網・作業システム

（２）日本型フォレスター制度の創設・技術者等育成体制の整備

（３）森林組合改革・民間事業体サポート

２．森林資源の活用

（１）国産材の加工・流通構造

（２）木材利用の拡大

３．制度面での改革、予算

（１）森林情報の整備、森林計画制度の見直し、経営の集中化

（２）伐採・更新のルール整備

（３）木材利用の拡大に向けた制度等の検討

（４）国有林の技術力を活かしたセーフティネット

（５）補助金・予算の見直し

Ⅳ．推進体制

・ 森林・林業再生プラン推進本部(本部長：農林水産大臣)

・ 検討委員会（外部の有識者なども含めた推進本部の下の委員会）

Ⅴ．主体別の果たす役割について

国、地方公共団体、森林組合・林業事業体・森林所有者が、森林・林業基本法に示さ

れたそれぞれの役割を確認し、相互に連携して取組。

（資料1）

12

＜資料２＞
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森林計画に関する最近の政策提言（概要）

政策提言 項目 概要

森林･林業基本計画に向 森林･林業基本計画に求められ
けての提言 るもの
国民森林会議：H22.2 1) 国民にとってわかりやすい ・ 森林･林業基本法の基本理念である「森林の有する多面的機能の

こと 発揮」「林業の持続的かつ健全な発展」は当を得たもの。その実現
に向けた方策を示す森林･林業基本計画は、様々な立場の国民に分
かりやすく、筋の通った理論構成で示すべき。森林生態系の科学的
根拠を踏まえた議論が不可欠。

・ 森林･林業基本計画が分かりにくいのは、森林計画制度が現状に
合わない形骸化した古いものになっているため。

・ 本提言は森林･林業基本計画の見直し･改訂に焦点を当てている
が、これは森林計画制度の見直し･改訂に連なるもの。

2) 長期的なビジョンが明白で ・ 基本法の２つの理念の実現のためには、求める機能の発揮のため、
あること 目標とする森林の姿(目標林型)を描き、その目標に向けた適切な方

策(森林管理や施業)を考えていく必要。

グローバル化する国土資 林業再生 森林を手放さなくて ・ 補助金については、森林施業計画のシンプル化と厳正運用を図り、
源（土・緑・水）と土地 すむ生産環境の創造 林地流動化と長期管理委託の選択が徹底できるよう予算の濃淡付け
制度の盲点 ～日本の水 を検討するべき。
源林の危機Ⅱ～ ・ 確かなプランに基づく、複数年に及ぶ補助制度（直接給付制度）
東京財団政策研究部：2010.1 を創設することも必要。
(H22.1)
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政策提言 項目 概要

持続可能な森林経営のた 森林情報の内容及び精度の向上 ・ 森林情報の内容及び精度を向上するためには、効率的な情報集積
めの３０の提言（素案） と所有界の明確化 を図っていくシステムを作り上げるべき。
持続可能な森林経営検討会： ・ 所有者の高齢化等に伴い境界の明確化を緊急に行う必要があるこ
H21.12 とから、「森林境界確定緊急対策措置法（仮称）」を制定し、10年

間程度を目途に当面施業が見込まれる箇所の所有界を確認するべ
き。

森林情報のデータバンク化と森 ・ 森林情報データバンクの構築や情報処理の総合的ＩＴ化を進める
林情報整備法の制定 とともに、森林情報の把握から活用までを適切に実施されるよう、

「森林情報整備法（仮称）」を制定するべき。

実効性ある森林計画の作成 ・ 市町村森林整備計画について、具体的でわかり易く、かつ、実効
性のあるものとするべき。

・ 作成に当たっては、多様な関係者の積極的な参画を促すことが必
要。

・ 森林施業計画についても、森林所有者等にとって有効なものに見
直すべき。

森林の区分の適正化と面的管理 ・ 水土保全林と資源の循環利用林の取扱いに重複があり、適正化を
の拡充 図るべき。

・ 生物多様性の保全等を図るため、多様な森林の配置等面的管理の
拡充を進める。

新たな森林施業指針の作成 ・ 長伐期化や複層林化等について、新たな施業指針の作成や施業に
よる森林状況の変化をシミュレーションする技術の開発等を行うと
ともに、現地で具体の施業が判断・導入できるよう、使用的因子と
基準的数値等を明らかにするべき。

森林施業規制の強化 ・ 1伐区当たりの皆伐面積について規制の強化を図るべき。

石油に頼らず、森林（も 「皆伐」に法的規制をかけよう ・１ha以上もの皆伐は、「水土保全機能」が大きく損なわれることか
り）に生かされる日本に ら、直ちにやめさせるべき。
なるために ・伐採跡地を放置した場合には、罰則を与えるべき。
日本に健全な森をつくり直す
委員会：H21.9.18
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政策提言 項目 概要

森林・林業施策に関する 森林の流動化 ・森林に関心を有しない者から適切な価格で所有を移転させ、集約化
提言 を図るべき。
(社)日本林業経営者協会：
H21.2.12 地方行政の体制 ・市町村の役割が高まっているが、林務行政の執行体制が未整備。

国民生活の向上と市場構 森林情報の整備と公開 ・林業を産業として自立させるためには、正確な森林情報の整備が不
造の実現に向けて 可欠であり、情報を一体的に管理・把握できる仕組みを構築するとと
(社)経済同友会：2007.10 もに、一般に公開するべき。

(H19.10)
森林の団地化制度の創設 ・団地化の対象とする森林において、２／３以上の面積を所有する森

林所有者の合意があれば、森林施業計画が策定されていなくても施業
が可能となるような仕組みを構築すべき
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＜資料４＞ 
『都道府県展望』No.597（2008年6月）全国知事会 
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